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大手町・丸の内・有楽町地区地域ルール 

駐車場整備ガイドライン 

 

このガイドラインは、大丸有地区において地域ルールの適用を受けようとする申請

者が、駐車場整備計画を策定するに際しての、基本的な考え方や計画の枠組み、並び

に留意事項等を示す。 

なお、具体の駐車場整備計画策定の技術的指針は、別添に示す各種指針（別添―

１）を参照のこと。 

 

1．駐車場整備の基本的な考え方 

地域ルールでは、都心地区として相応しい交通環境を作り出し、誰もが安全で、安

心して快適に過ごせるまちとするため、地域特性を踏まえ、利便性や安全性の高い附

置義務駐車場の適切な整備と、併せて路上駐停車の路外駐車場への誘導などの対策を

進め、交通の円滑化と安全性を確保することを目的としている。 

このため駐車場整備計画の策定に際しては、以下に示すような駐車場整備の基本的

な考え方を整理し、それに基づいて計画検討を進めることが重要である。 

① 開発計画の趣旨のもと、地域のまちづくりや交通政策方針等に整合して、当該駐

車場をどのような性格や機能を有すものとすべきか（駐車計画のコンセプト）。 

② 駐車場計画が、上記コンセプトの実現（駐車機能の発揮など）のために、地区の

交通環境形成の観点からどのような整備・運用を必要とするか（整備方針）。 

③ 駐車場計画の整備・運用において、周辺あるいは地区の駐車交通環境の改善のた

めに､どのように貢献させるか（地域貢献）。 

 

２．駐車需要と整備台数 

（１） 対象とする駐車需要と整備台数の考え方 

整備する駐車台数は、当該建物に派生する駐車需要に対応して整備することを 

原則とする。ただし、周辺地区の駐車需要にも配慮する。 

① 当該建物の休日や特定集中日等の年間の需要変動にも考慮する。 

② 当該駐車場においても、来街者などの周辺地区の駐車需要にも配慮する。 

（周辺地区の路上駐車状況や周辺地区の特定日等の駐車需要にも考慮し対応す

る。）この際、隣接建物間、街区、ブロック全体での駐車対策に配慮された駐

車台数と駐車対策が確保されていることを考慮する。 

 

（２） 駐車需要の算定 

当該建物に派生する駐車需要の標準的な算定方法は、入庫原単位からの推計と 

し、図 1 に示すフローとなっている。需要算定は、当該駐車場計画に必要となる
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算定区分に合わせて行うが、標準的な区分は以下に示す。 

① 平日・休日別、床用途別（事務所床、商業床、その他床などの区分を標準

とする）。 

② 車種区分は、乗用車（一般貸、定期貸）､貨物車（荷さばき車）を標準と

する。その他、自動二輪車（原動機付自転車含む。以下同様）、自転車、

タクシー、用途（ホテル、劇場等）に応じてバスなど。 

駐車需要算定に必要となる原単位や安全率、ピーク率などの算定諸元の標準的 

な値については、最新かつ当地区の実態に合致したもので、申請する建物に最も 

相応しいものを使用する。 

駐車需要算定の方法・手順等については、図に示した入庫原単位（台/ha）から 

の算定方法以外にも、「大規模都市開発関連地区交通計画マニュアル」や「大店立 

地法指針」などに準拠する方法などがあるが、当該建物の立地特性や床用途毎の特 

性等に応じた方法・手順をとることが必要である。 

 

 図１ 駐車需要の標準的な算定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

                

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

建物用途別床面積 A（ha） 

一日入庫台数・出庫台数 C（台/日） 

C=A×B×α 

時間帯別入庫、出庫台数とその差引

によるピーク時滞留台数 E（台） 

 

 

＊入庫・出庫台数原単位 B（台/ha） 

＊変動・安全率に対する係数等α 

＊入庫、出庫の時間帯別台数分布D 

 

ピーク時駐車場需要台数G（台） 

G=E（ピーク時）+F  ＊１ 

又は、入庫ピーク率、平均駐車時間 

より G＝C×β÷(60/t) +F ＊２ 

 

＊継続駐車台数・その他付加すべき

需要台数 F（台） 

＊入庫ピーク率β（入庫時間分布） 

＊平均駐車時間 t（分） 

注：ピーク時駐車需要台数 G（ピーク時滞留台数）の算定 

・乗用車：比較的長時間駐車が多いため、入出庫の差し引きからピ 

ーク時残留（在庫）台数（＊１式）を用いる。 

・貨物車：短時間駐車が多いため、ピーク時入庫車両の平均駐車時 

間による回転率からの式（＊２式）を用いる。 
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（３）必要整備台数 

必要整備台数については、当地区の地域ルールで下記の通り定められている。 

対象地区内における新築、増築、改築又は用途変更を行う建築物の駐車施設の台 

数は、以下の中で最大の数値とする。（別添-2 参照） 

Ａ：対象建物の用途別駐車需要台数（本ガイドライン 2（2）に示す算定による 

需要台数） 

Ｂ：東京都駐車場条例により算出した台数に、別添－2 に定める緩和係数（下記 

カッコ内に記載）を乗じて算定した台数 

（緩和係数は、事務所用途：0.7、店舗用途：1.0、その他用途：個別検討） 

ただし、適切な駐車対策などが講じられている場合はこの限りではない。 

Ｃ：「大規模小売店舗立地法指針」による商業施設駐車場整備台数 

  なお、B については、ただし書きを考慮し、適切な駐車・交通対策など（別添― 

２）が講じられていることを確認したうえで、必要整備台数を設定する。 

 

（４）整備台数 

算定した駐車需要台数や地域ルールによる必要整備台数をもとに、隣接建間、

街区、ブロック全体での駐車対策に配慮し、当該駐車場で整備する駐車区分毎に

台数を設定する。 

通常、乗用車（一般貸、定期貸）、貨物車（荷さばき車）、その他の駐車車両、

自動二輪車、自転車、バスなど）の車種区分となる。 

車寄せについては、車寄せを利用する車両の乗降バースの他、待機に必要なス

ペースを確保する。 

 

３．整備計画策定にあたっての留意事項 

駐車場の整備計画を作成するにあたって、特に留意すべき項目を下記に示す。 

① 駐車場整備の基本的考え方 

・当該駐車場のコンセプト、整備方針、地域貢献を明確にする。 

② 当該建物および周辺地区の需要変動への対応 

・需要変動には､安全率の設定など整備台数を増加させる対応のほか、整備台数 

を増加させず、駐車場のネットワーク化（地下接続、運用連携）などにより需 

要変動に対する弾力性を高めて対応すること等も考えられる。 

③ 地区の交通計画との整合性や歩行者の安全性の確保 

 ・地区交通計画との整合性に配慮し、駐車車両の利便性と歩行者交通の安全性 

の確保に留意した出入口配置とその構造の確保 

④ 多様な車両への対応 

・自転車、自動二輪車（原付自転車を含む）駐車施設を整備する。 



4 

 

・ホテル、劇場などの用途でバス利用が想定される場合は、バスの駐車施設を 

確保する。また車寄せでのバス乗降を考慮する。 

   ・自動運転や新しいモビリティへの対応も考慮する。 

⑤ 車寄せの整備 

・乗降の安全性や利便性の向上、路上駐車の低減にも有効。 

・タクシー利用の多い地区や建物では、車寄せにタクシー待機場を設ける。 

⑥ 周辺交通環境への影響と対応 

・交通アセス結果等、周辺交通への影響の整理と対応の考え方、対応策等を示 

す。 

⑦ 物流対策・館内配送の合理化 

・適切な荷捌き施設を確保する（荷捌きスペースの確保、館内共同配送の導入 

検討）。 

・貨物車の大型化に対応し、２ｔロング車以上が入庫可能な車路幅員や入庫制 

限高を確保する。 

⑧ 路上駐車対策 

・路上駐車低減のために、駐車場の一般開放、休日開放など。 

・路上駐車対策に寄与する運用（出入口の満空表示、利用しやすい料金設定な 

ど）。 

⑨ 将来の駐車交通環境の変化 

（自動運転の進展における駐車場整備の在り方も視野に入れる。） 

・乗用車の自動運転化への対応に配慮する（自動バレーパーキング、車寄せ利 

用車両の増加など） 

・物流車の自動運転化への対応に配慮する（将来の館内共同配送用スペースの 

確保など） 

 

４．計画書の構成 

 上記の考え方を踏まえ､下記構成を参考に駐車場整備計画書を作成する。 

（１）開発計画の概要 

（建物の概要・用途構成、まちづくり方針や駐車交通施策との整合性など） 

（２）駐車場整備計画の基本方針（本ガイドラインの１．を参照）    

   （駐車場整備に考え方、整備方針、地域貢献策）。 

（３）整備台数             

① 駐車需要台数（車種区分別、運用区分別）の算定 

・算定の考え方と前提条件、需要変動への対応、周辺需要への配慮等 

・隣接建物間、街区、ブロック全体での駐車対策への配慮と、当該駐車場で整 

備する駐車区分毎の台数設定の考え方。 
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② 整備台数の設定 

・地域ルールに基づく必要整備台数の検証 

（別添―２に基づく台数と駐車対策整理） 

   ・上記①の区分別需要に対する整備の考え方と整備台数 

（4）ゾーニング計画と動線計画 

① ゾーニング計画 

・入出庫口、車寄せ、乗用車駐車場、荷さばき車駐車場、その他駐車場・施設 

の配置計画 

② 動線計画 

（乗用車、貨物車、自動二輪車、自転車、歩行者等の動線計画） 

・周辺道路からの車両のアクセス動線計画 

・駐車場内の動線計画 

・公共交通への歩行者アクセス動線 

（５）車寄せの計画 

 

（６）周辺交通環境への影響と対策 

   ・交通影響の評価結果 

   ・対応策 

（７）乗用車駐車施設の整備計画 

・整備方針 

・駐車マス及び車路などの配置と構造計画 

（一般貸/定期貸、平面式/機械式、身障者用など） 

（８）貨物車駐車施設の整備計画 

・整備方針（荷さばき及び館内配送の考え方） 

・駐車マス及び車路などの配置と構造計画 

（車両規格別：４ｔ、２ｔロング、２ｔ、小型、軽自動車用など） 

・荷さばきスペース、搬送通路・館内配送動線（貨物 ELV の位置、館内通路 

など） 

・館内共同配送施設（受付、荷受けスペース、仕分けスペース、用具置き場な 

ど） 

・貨物車駐車施設の運用方法 

（９）その他の駐車施設の整備計画 

   ・自動二輪車、自転車、バス等のマスの配置と計画 

・シェアモビリティ等、新たなモビリティの駐車スペースの配置 

（10）駐車場の運用管理計画 

・運営管理（一般開放、休日開放、など）の方針と計画 



6 

 

別添―１ 

駐車場整備計画策定にあたって考慮すべき技術指針一覧 

 ＜大丸有地区駐車協議会 ホームページ URL を記載＞ 

①「乗用車の駐車需要推計に関する留意点」 

（Zyuyousuikei_Ryuuiten.pdf） 

②「駐車場計画における荷さばき駐車施設整備のガイドライン」 

（Nisabaki_Guideline.pdf） 

③「駐車場整備計画策定にあたっての留意事項」 

（Seibikeikaku_Ryuuijikou.pdf） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.omy-parking.jp/download/Zyuyousuikei_Ryuuiten.pdf
https://www.omy-parking.jp/download/Nisabaki_Guideline.pdf
https://www.omy-parking.jp/download/Seibikeikaku_Ryuuijikou.pdf
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＜別添―２＞ 

地域ルールにおけるＢ台算出の緩和係数（本ガイドライン 2（3）） 

用途の種類 係 数 用 途 の 例   

事務所用途 ０．７  事務所・官公署 

店舗用途 １．０  デパート、その他店舗 

その他の用途 

 

個別検討 

     

① 都条例第 17 条別表に定める事務所用途・店舗 

  用途以外の特定用途 

② 都条例第 17 条別表に定める非特定用途 

③ 都条例第 17 条但し書に定める無人機械施設な 

ど、または竣工後の乗り入れ禁止など運用条件 

つき学校などの用途 

④ 病院の病棟部分、ホテル･旅館の宿泊室部分などの

部屋数が判る用途 

⑤ その他、専門委員の判断が必要と思われる用途 

（１）増築、または用途変更の場合の取り扱い 

①既存の建築を増築、または用途変更する場合で本地域ルールの適用を申請する

場合には、都条例第１７条の３の取り扱いに基づき、増築、または用途変更後

の建築物について、本地域ルールの規定を準用して台数を算出する。 

②既存存建物で駐車台数を削減して、その部分を倉庫等の別用途に転用する場

合、その部分が新たに容積加算されても、容積率オーバーにならない余裕があ

ることの確認が必要。 

③その際、増築、または用途変更後の建築物の駐車場は東京都駐車場条例および

本地域ルールの規定に合致することが必要となる。 

  例）・条例に定める荷さばきのための駐車施設の附置 

          ・地域ルールに定める駐車場の土休日開放の努力 

（２）緩和係数を乗じて求めた台数（Ｂ台）は、以下に掲げる項目など、路上駐車の 

削減や地域の駐車環境や交通環境の向上に寄与する対策の状況により、低減でき 

るものとする。（専門委員会が低減の可否を審査する。） 

①駐車場の一般開放や休日開放 

②車寄せ施設の整備 

③ 中・大型車などの入庫に対応した入庫制限高の確保 

④道路境界から駐車場ゲートまでの誘導距離の確保 

⑤駐車場のネットワーク化（地下接続、運用連携など）による需要変動への対応 

⑥その他、路上駐停車削減に寄与する運用の実施（満空表示、料金設定、誘導な 

ど） 


